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第１章 エネルギー政策の現況と課題 

 

１ エネルギーの県外依存 

都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）によると、平成２６年度の本県のエネ

ルギー消費の合計は、約９万８千ＴＪ(テラジュール※１）で、その内訳は、石油が約４

０％、電力が約３１％、石炭が約１１％、都市ガスが約７％となっています。（図表1.1） 

そのうち、石油・石炭の１００％、電力の半分程度、天然ガス（都市ガスの原料）の
約９０％を県外に依存しているため、エネルギー消費に伴い資金の県外への流出が生じ、
エネルギー部門における県際収支※２は大幅な赤字となっています。 

 

図表1.1 県内エネルギー消費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ＴＪ（テラジュール（１ＴＪ＝１兆Ｊ）） 
   単位換算：１Ｊ＝約０．２４カロリー（１カロリー：１グラムの水を１℃上昇 約４．２Ｊ） 
        １Ｊ＝１Ｗｓ（ｓ：秒） 
        ３，６００Ｊ＝１Ｗｈ（ｈ：時間） 
        ９８，０００ＴＪ≒２７ＴＷｈ＝２７０億ｋＷｈ 
※２ 県際収支 

移出額と移入額との差。 
移出額： 県内で生産された商品等を県外に販売して得た対価や、旅行等で県外居住者が

県内で消費した支出など。 
移入額： 県外で生産された商品等を県外から購入して支払った対価や、旅行等で県内居

住者が県外で消費した支出など。 
＜県際収支の状況（平成２６年度）＞ 
移 入 額 等①：約２兆  ２３３億円 
移 出 額②：約１兆６，２８９億円 
県際収支赤字額①－②：約  ３，９４４億円 

（県際収支赤字額の内訳（エネルギー部門）） 
 石油・石炭製品：約１，４４０億円  
 電 気 ・ ガ ス 等 ：約  ３０１億円  

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
（
Ｔ
Ｊ
）
 

［出典］都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）を基に宮崎県総合政策課作成 
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２ 再生可能エネルギーの更なる導入拡大の制約 

 (1) 再生可能エネルギー導入に向けた取組の現状 

本県は、平成１６年３月に「宮崎県新エネルギービジョン」を策定し、太陽光や、

小水力、バイオマスなど豊かな地域資源を生かした再生可能エネルギーの導入に取り

組んできました。 

さらに、平成２１年３月の「みやざきソーラーフロンティア構想」による太陽光発

電の拠点づくりに向けた取組、平成２４年７月の固定価格買取制度の導入を受け、住

宅用太陽光発電は全国トップクラスの普及率となっています。（図表1.2.1） 

 

図表1.2.1 １０ｋＷ未満太陽光発電設備普及率(平成２９年３月末時点) 

順位 都道府県名 世帯普及率 

1位 佐賀県 9.49% 

2位 長野県 8.59% 

3位 宮崎県 8.15% 

               ［出典］資源エネルギー庁公表資料及び 

平成２７年国勢調査の結果を基に作成 

 

 (2) 電力の安定供給の確保 

   太陽光や風力は、天候や時間帯等により発電出力が変動します。現に、九州地域で

は、太陽光出力が大きい昼間の時間帯に、電力供給が電力使用量を上回る状況が発生

し、電力会社において需給調整が実施されています。（図表1.2.2） 

 

図表1.2.2 需要と供給のバランス（平成２８年５月４日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出展］九州電力株式会社プレスリリース 

［出典］九州電力株式会社プレスリリース 
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(3) 出力制御ルールの策定 

平成２８年７月、電力広域的運営推進機関は「優先給電ルール」を策定しました。 

これに基づき、太陽光発電による電力供給の急増等により電力の需給調整が必要と

なる場合を想定し、電源の出力抑制の条件や順番等について、あらかじめ出力制御ル

ールを定めています。（図表1.2.3） 

 

図表1.2.3 出力制御等の順番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ［出典］再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック 

（２０１７（平成２９）年版 経済産業省 資源エネルギー庁）を基に作成 

 

 (4) 導入拡大を図るための課題 

   今後、更なる再生可能エネルギーの導入拡大を図るに当たっては、再生可能エネル

ギーの接続に必要な系統設備の増強などインフラ面での課題や、固定価格買取制度の

買取価格低下、出力制御による収益面での課題に加え、余剰電力となった再生可能エ

ネルギーの利活用に関する検討が必要です。  

（地域間連携線を活用し、再生可能エネルギー余剰電力を他地域へ送電） 
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３ エネルギー供給体制の確保 

  電力・ガス・ガソリン等のエネルギーの安定確保は、県民の生活や産業活動に不可欠

です。 

この中で、近年、後継者不足等によるガソリンスタンドの廃業が目立ち、ガソリン等

のエネルギー供給体制の維持・確保が、全国的な課題となっています。 

本県においても、人口千人あたりの保有自動車台数が全国で７位・九州で１位（統計

でみる都道府県のすがた２０１６ 総務省統計局）である一方で、中山間地域を中心に

ガソリンスタンドの箇所数が、平成１５年度比で約３割減少しています。（図表1.3） 

この傾向が続けば、県民の生活や産業活動に支障が生じることが危惧されます。 

 

図表1.3 県内ガソリンスタンド数の推移等 

 

 

ガソリンスタンドが少ない市町村 

（合併前区分 平成２９年３月時点） 

箇所数 市町村名 

１箇所 旧須木村、旧北郷村 

２箇所 旧北川町、旧東郷町、諸塚村、西米良村 

 

［出典］宮崎県石油商業組合提供資料 
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４ 大規模災害への対応 

  平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、それまでの想定をはるかに超える

地震・津波により甚大な被害をもたらすとともに、広域的な大停電が発生するなど、災

害時のエネルギー確保という点でも大きな課題を私たちに投げかけました。 

本県においても、今後、発生が予想されている南海トラフ巨大地震では、人的被害（死

者数）が約３万５千人、建物被害（全壊棟数）が約８万９千棟など、甚大な被害が想定

されています。（図表1.4.1） 

さらに、電力等のライフラインや、ガソリン等の輸送にも使用される道路等のインフ

ラが被害を受けることにより、エネルギー供給が途絶し、被災者支援活動等に支障をき

たす恐れもあります。 

そのため、大規模災害への備えとして、再生可能エネルギーの活用などにより、地域

に必要なエネルギーを地域で賄うことができる分散型エネルギーシステムの構築が課題

となっています。（図表1.4.2） 

 
図表1.4.1 南海トラフ巨大地震による被害想定 

 
【震度及び津波高】 
最大震度  震度７ 
最大津波高 １７ｍ 
※内閣府の強震断層モデルと県独自の断層モデルの想定を重ね合わせて

想定した最大クラスの地震動による。 

【被害想定】 
人的被害（死者数） 約35,000人 
建物被害（全壊棟数） 約89,000棟 
避難者（１週間後） 約40万人 
ライフライン被害：発災直後 
 上水道（断水人口） 
 下水道（支障人口） 
 電力（停電軒数） 
 通信（固定電話不通回線数） 
 都市ガス（供給停止戸数） 

 
約 106万人 
約 64万人 
約 54万軒 
約 34万回線 
約 3万戸 

災害廃棄物 約750万トン 
経済被害 
 資産などの被害 
 生産・サービス低下による影響 
 交通寸断による影響 

 
約 5.3兆円 
約 0.9兆円 
約 1.1兆円 

※内閣府の強震断層モデル及び津波断層モデルを用いて本県独自に再解

析した想定のうち、被害の大きいものを記載。 

 

［出典］宮崎県危機管理局資料 

図表1.4.2 分散型エネルギーシステムのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］資源エネルギー庁資料 

最大クラスの地震による県内震度分布図 
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５ 低炭素社会の構築 

  本県は、平成２８年３月に「宮崎県環境計画」を改定し、２０３０年度の温室効果ガ

スの削減目標について、平成２５年度比２６％削減と設定しています。(図表 1.5.1) 

  この削減目標を達成するための施策として、二酸化炭素排出量の約２５％を占める運

輸部門（図表 1.5.2）におけるクリーンエネルギー自動車の普及促進や、本県のエネル

ギー消費の多くを占める化石燃料に代わって、太陽光発電、太陽熱利用、バイオマスエ

ネルギー、風力、小水力等の利用など、地域の特性を踏まえた再生可能エネルギーの導

入促進を図ることとしています。 

 
図表1.5.1 温室効果ガス排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［出典］宮崎県環境森林課資料 
 

図表1.5.2 二酸化炭素排出量の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［出典］宮崎県環境森林課資料 

  


